要望書等記入に関する留意事項
１　助成要望書
	１
	活動分野
	実施しようとする内容について、別添「赤い羽根共同募金で重点的に助成する活動の分野」の該当する記号を記入すること。

	２
	事業名
	目的を前面に出した事業名を付けること。
例）備品購入事業　→　就労支援のための備品（〇〇）整備事業

	３
	総事業費
	実施しようとする事業の総額を記入すること。
（購入費や開催費などの税込総額。団体の年間予算ではありません。）

	４
	算定基準額
	一般募金助成金算定基準１の(１)から(５)に照らし合わせて原則となる金額を記入すること。
（※ただし書き適用による金額は記入しないこと。）

	５
	要望額
	上記算定基準額または助成金以外の財源が確保されている場合は、算定基準額よりも少ない必要額を記入すること。

	６
	具体的な事業内容
	３つの項目について、簡潔に記入すること。別紙添付も可。

	７
	他の助成事業への申請
	要望している事業について、他の助成制度に併願している場合は、有りに〇をし、申請先を記入すること。

	８
	施設・団体概要
	施設・団体の情報を簡潔に記入すること。

	９
	添付書類
	添付書類は該当するものに☑を付けること。
決算書は、①法人全体、②要望施設のそれぞれを添付すること。
提出期限に間に合わない書類がある場合は、事前に事務局に連絡のうえ、整い次第提出してください。



２　助成事業明細書（様式６）
	１
	事業執行者名
	実際に事業を実施する施設・団体の名称を記入し、法人区分、事業活動エリアの該当項目を１つ選択すること。
実施しようとする事業が新規事業か、毎年行っている継続事業かを選び、継続事業かつ共同募金の連続助成がある場合は、何年連続で助成を受けているかを記入すること。

	２
	執行者分類
	施設・団体の種類を項目の中から１つ選択すること。

	３
	対象者分類
	誰のために行う事業なのか、主な対象者を選択すること。
（複数選択可）

	４
	目的分類
	事業を行う目的として、最も合致するものを１つ選択すること。

	５
	分野・テーマ分類
機能・形態分類
	実施事業の分野、実施の形態をそれぞれの項目から１つ選択すること。

	６
	使途分類
	共同募金の助成金を何に使用するか選択すること。「８助成事業の収支」の支出に該当するものを複数選択可。

	７
	事業実施時期等
	実施回数が１回の場合は実施日を、複数回の場合は実施回数と実施日又は実施期間を記入すること。
総利用者数は、１回あたりの人数と年間の延べ人数を概算で記入。
部数・個数は、該当する場合のみ記入。

	８
	助成事業の収支
	事業の収入内訳、支出内訳を記入すること。
支出項目は、上記「使途分類」の科目を参考になるべく詳細に作成すること。また、積算根拠となる見積書等を添付すること。



